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加入国際学術団体に関する調査票 

 

１ 国際学術団体活動状況（内規第 11条 活動報告） 

団

体

名 

和 国際北極科学委員会 

英 International Arctic Science Committee （略称 IASC） 

団体 HP

（URL） 

http://www.iasc.info/ 

（日本学術会議が加盟していることの記載 有 ・ 無） 

 

国際学術団体におけ

る最近のトピックに

ついて 

（学術の進歩、当該

団体の推進体制の変

化、国際機関・政府・

社会との関わり方

等） 

・IASCは年 1回の年次会合である ASSW (Arctic Science Summit Week：

北極科学サミット週間) のほか、10年に一度、北極研究計画策定の

ための会議（ICARP）を開催し、北極に関する重要課題をまとめてき

た。昨年の ASSW2015富山（日本学術会議共同主催）で開催された第

3回 ICARPで、今後 10年間に優先的に実施すべき研究課題が議論さ

れ、最終報告書が ASSW2016（2016年 3月、於 米国アラスカ州フェア

バンクス）にて公開された

(http://icarp.iasc.info/news/35-icarpiii-final-report-online)

。この中で 1)全球システムにおける北極の役割、2)気候ダイナミク

スと生態系の応答の観測と予測、3)北極の環境と社会の脆弱性と回復

力を理解し持続可能な開発をサポートすること、の３テーマが示され

ている。また、重要な留意点としてコミュニケーションの改善、伝統

的・地域的知識の尊重と活用、人材育成推進、の３点があげられてい

る。 

・IASCは 2011年に、設立（1990年）以来の大きな組織改編を行い、大

気、海洋、陸、雪氷、人・社会の５つの分野ごとに常設の委員会（WG）

を設置した。分野ごとに重要な課題について検討し、緊急性・多様性

をもつ北極の科学に対し国際的な取り組みを推進してきた。加えて、

分野横断的なテーマに関するワークショップを開催し、分野間の連携

を促進している。北極域は人が住む場所であり、先住民の関与や研究

成果の還元は IASCの重要な課題であることから、分野横断的テーマ

への取り組みを推進している。ICSUが主導する Future Earthの考え

方との親和性は高く、今後の関わり方について具体的な検討が始まっ

ている。 

・上記の常設委員会に加えて、IASC には、ロシア北極圏国際科学イニ

シアティブ（ISIRA）が設置され、日本からも 1名の委員が参加して

いる。ロシアは北極圏内に最大の領土を有するが、研究の実施におい

て多くの問題を抱えており、そこでの国際共同研究を推進するための

方策を検討している。 

・IASCは、2011年以来、北極評議会(AC)と共同で、持続的北極観測ネ

ットワーク(SAON)を設置し、北極の観測ネットワークとデータ整備の

事業を立ち上げ、科学研究に不可欠な各国の観測およびデータアーカ

イブ状況の現状把握と情報流通に関して精力的に常設を行っている。 

 

政策提言や世界の潮

流になりそうな研究

・IASCの各常設委員会ではそれぞれ「Scientific Foci」として北極研

究の重要課題を定め、それに基づいてワークショップや若手向けサマ

ースクールなどの開催費用を一部支援することで、当該分野の国際共

http://icarp.iasc.info/news/35-icarpiii-final-
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テーマ・研究方式・

研究助成方式等につ

いて 

 

同研究推進を後押ししている。特に北極に関わる分野横断的なテーマ

を支援することで既存の学問分野の垣根を越えた取り組みを促進し、

人文社会系のテーマも含めた科学研究プロジェクトの立ち上げを奨

励している。一例として、上述した第 3回 ICARPの報告書に取り上げ

ら れ た 「 北 極 海 で の 大 気 ・ 海 氷 ・ 海 洋 相 互 作 用 観 測

（MOSAiC:www.mosaicobservatory.org）」は、2019〜2020年に国際協

力により実現されようとしており世界的に注目されている。また、人

社常設委員会の日本からの委員らが中心となって提案・推進してきた

シベリア研究に関するワークショップも採択され 2016年秋に開催予

定である。 

・2016年 3月に公開された第 3回 ICARPの最終報告書の内容は、各 WG

が設定している「Scientific Foci」を策定する際に参照され、開催・

サポートするワークショップ類の提案や選定に反映されている。 

 

日本人役員によるイ

ニシアティブ事項や

日本からの参加によ

って進展や成果があ

ったものについて 

 

・2012年の IASCの代表者会議（Council）において、日本代表（大畑

哲夫）が ASSWの日本開催を提案して承認され、2015 年に日本学術会

議との共同主催で富山における ASSW2015の開催が実現した。この会

議では 700名参加というかつてない最大規模の北極研究会合を開催

することができ、国際北極研究推進における日本のステータスが格段

に高まった。また、この会議の中で開催された第 3回 ICARPの最終報

告書には、日本の北極研究コミュニティである北極環境研究コンソー

シアム (JCAR) がまとめた長期構想について極めて好意的に言及さ

れるなど、日本のプレゼンスは高く評価されている。 

・IASC代表者会議では、メンバー各国が 1票の投票権をもち、日本も

IASCの運営に関わっている。加えて、IASCは自然科学系から社会科

学系まで広範な分野を含むため、2011年の組織改編で５つの常設委

員会が設置され、研究テーマ策定や分野間連携のための研究会の実施

など実質的な活動は常設委員会が行っている。それぞれの常設委員会

では選挙によって役員（委員長と副委員長）が選出される。現在、２

つの常設委員会で日本人が役員（副委員長）を努め、常設委員会の活

動および、常設委員会間連携テーマの研究推進に貢献している。 

・常設委員会の活動では、日本委員からの提案により、非北極国の関心

が強い「北極海氷減少の中緯度への気候学的影響」や、それまで IASC

では関心が薄かった「高緯度積雪」について、国際的な研究を進める

機運を高めた。後者は現在では IASCの３つの重要な横断的研究課題

の一つとなっている。また、北極域で進むインフラ整備が環境に及ぼ

す影響に関する分野横断的テーマの推進にも日本からの常設委員会

委員が中心的な役割を果たしている。 

・2014年から日本からリモート（勤務地は日本国内（極地研））で IASC

事務局メンバー（1名）を出し、北極研究の国際化・学際化により増

大してきた IASCの活動を支えている。 

加入していることに

よる日本学術会議、

学会、日本国民への

効果やメリットにつ

・IASC は 1990 年に北極圏国により創設され、日本は 1991 年に非北極

圏国としては最初に加盟した。 

・IASC への加入は、自然科学系と人文社会系のそれぞれの分野で研究

を行ってきた研究者が、それぞれの分野において国際的（多国間の）



40．IASC 

様式第２（第１２条関係） 

3 

 

いて 協力関係の構築をすることを可能にした。加えて、分野横断的テーマ

への取り組みや、北極研究で重要視されるステークホルダーの関与を

促す手助けとなっている。 

・2014 年に日本は北極評議会のオブザーバー資格を取得し、非北極圏

国として学術分野での貢献が求められている。IASCは ACに連携（あ

るいは対応）する学術団体であり、そこにおける科学的側面からの日

本の貢献は、日本が今後も北極評議会オブザーバー資格を維持する上

で極めて重要である。 

・富山での ASSW2015は、国内外から 700名を越える参加者を集め、新

聞やテレビ等のマスコミへの情報発信、一般講演会などを通し、北極

における課題とその研究成果を発信した。また、北極域の変化が中緯

度に位置する日本の気候にも影響を及ぼすことなど、北極域と日本の

関係を含め、北極研究の重要性を広く国民に届けることができた。 

・日本国内でも自然科学系と人文社会系の研究者が協力する機運が高ま

り、ArCS（Arctic Challenge for Sustainability）などの研究プロ

グラムにつながった。多くの研究者が様々な分野から集まり、北極研

究を推進し、またステークホルダーを意識した取り組みを行うことに

より、日本の政府・国民への情報発信も格段に増えている。 

その他（若手研究

者・女性研究者育成

法、科学者の倫理に

関する当該国際学術

団体の基本方針や憲

章、資金提供ソース

の発掘における画期

的な方策等の特記事

項など） 

・IASC は IASC Fellowship 制度を定める等、若手研究者育成に力を注

いでおり、若手研究者を IASCの会議やワークショップなどの活動に

参加させている。IASC が推進する分野横断的ワークショップやシン

ポジウムなどの会議では、若手研究者の旅費支援を特に歓迎し、IASC 

Fellowや APECS (Association of Polar Early Career Scientists)

からの参加者がそれらの会議において、企画・運営に関わり、中心的

な役割を果たしている。加えて、ロシア北極圏国際科学イニシアティ

ブにもロシアの若手研究者を ISIRA fellowとして参加させ、国際的

な場での活動を支援している。 

・IASCのパートナー団体には、APECSや、北極圏大学（160校以上の大

学間コンソーシアム）もあり、IASC Fellowship制度と併せ、若手研

究者育成の取り組みが強力に推進されている。 

・北極のみならず中低緯度にも影響を及ぼす北極変動の重要性・緊急性

について、政府レベルに認識してもらい、研究や対処への投資を促す

ため、北極評議会、GEO, WMO およびＧ７など政府・国際機関への働

きかけ、および連携関係を強めている。 
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２ 今後の予定について（内規第 11条 活動報告） 

総会、理事会の日本開催の予

定について（招致等の予定も

含め） 

・IASCの年次大会にあたる ASSWを 2015 年に日本で開催したばか

りので、加盟国数と開催頻度を考えて当面日本開催の予定はな

い。 

 

日本人の役員立候補等の予

定について 

・IASC代表者会議の役員について、次回改選時（2018年）、日本

代表の副委員長への立候補を検討。現在、IASC委員長はノルウ

ェー、副委員長は、カナダ、米国、デンマーク／グリーンラン

ド、ロシア、中国の代表者が努めている。日本は、中国の副委

員長の任期が切れる 2017 年の副委員長選挙に中国を含むアジ

ア諸国と連携して立候補を検討しており、各常設委員会で役員

への立候補を積極的に検討し、ひき続き IASC の運営に貢献し

ていく予定である。 

・IASC の 5 つの常設委員会のうち、海洋常設委員会の副委員長

に山口、人社常設委員会の副委員長に高倉が就任しており、

2017年まで務める予定。 

 

現在、検討中の日本からの提

言や推進するプロジェクト

等の動きについて 

・人社常設委員会: X Siberian Studies Conference, “Passion 

for Life: Emotions and Feelings in the North and Siberia” 

(2016 年 10月にシンポジウム開催予定)  

 

３ 国際学術団体会議開催状況（内規第 11条 活動報告） 

総会・

理事

会・各

種委員

会等の

状況 

（過去

5 年間

及び今

後予定

されて

いるも

の） 

 

総会開催状況 

代表者会合（Council）を総会と位置付けて記載。 

2016年（開催地：フェアバンクス・米国）、2015年（開催地：富山・日本） 

2014年（開催地：フィンランド・ヘルシンキ）、2013年（開催地：ポーランド・ク

ラコウ） 

2012年（開催地：カナダ・モントリオール）、2011年（開催地：韓国・ソウル） 

理事会・役員

会等開催状況 

執行委員会（Executive Committee）を理事会と位置づけて記載。 

2016年2月（開催地：ポツダム・ドイツ） 

2015年1月（開催地：ポツダム・ドイツ）、2015年11月（開催地：杭州・中国） 

2014年1月,10月（開催地：ポツダム・ドイツ） 

2013年3月（開催地：ポツダム・ドイツ）、2013年9月（開催地：オスロ・ノルウ

ェー）、 

2012年（開催地：蘇州・中国）、2012年（開催地：ポツダム・ドイツ）、 

2011年（開催地：シドニーBC・カナダ）、2011年（開催地：ポツダム・ドイツ） 

各種委員会

開催状況 

毎年開催される ASSW（下記）において５つの常設委員会及び

Action Group等の会議が開かれる 

2016年（開催地：フェアバンクス・米国）、2015年（開催地：富山・日本） 

2014年（開催地：フィンランド・ヘルシンキ）、2013年（開催地：ポーランド・ク

ラコウ） 

2012年（開催地：カナダ・モントリオール）、2011年（開催地：韓国・ソウル） 
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研究集会・会

議等開催状

況 

奇数年に開催されるASSWで研究集会が開催されている。また、偶数年にも様々

なワークショップや会議がASSWにあわせて開催されている他、IASC WGやパー

トナー団体が主導する会議やワークショップ等が多数開催されている。 

2016年 AOS（開催地：フェアバンクス・米国）、2015 年 ISAR-4（開

催地：富山・日本）、2014年AOS（開催地：フィンランド・ヘルシンキ）、2013

年IASC科学シンポジウム（クラコウ・ポーランド）、2012年凍土WS（開催地：ハ

ンブルグ・ドイツ）、2012年氷河WS（開催地：スバールバル・ノルウェー）、 

2012年気候変動WS（開催地：トロント・カナダ）、2012年Mosaic WS（開催地：ボ

ルダー・米国）、2012年凍土C WS（開催地：フロリダ・米国）、2011極域微生物

ゲノムWS（開催地：ダブリン・アイスランド） 

上記会議等への日本人

の参加・出席状況及び

予定 

2016年 ASSW (フェアバンクス) 日本代表および常設委員会委員他計約50名

（うち代表派遣1人） 

2015年 ASSW (富山) IASR-4もあわせて約270名（うち代表派遣1人） 

2014年 ASSW（ヘルシンキ）日本代表および常設委員会委員他計19名（うち

代表派遣1人） 

2013年 ASSW（クラコウ）日本代表および常設委員会委員計12名（うち代表

派遣1人） 

2012年 ASSW（モントリオール）日本代表及び常設委員会委員6名（うち代

表派遣1人）   

2011年 ASSW（ソウル）日本代表および常設委員会委員5名（うち代表派遣

1人） 

ASSWには毎年日本から代表、各常設委員会委員、およびオブザーバーが参加

している。 

国際学術団体における

日本人の役員等への就

任状況（過去 5年） 

役職名 役職就任期間 氏名 会員、連携会員の別 

海洋WG副委員長 2016～2017 山口 一 (  期) 会員・連携 

人社WG副委員長 2015～2017 高倉浩樹 ( 23期 ）会員・連携 

大気WG副委員長 2011～2014 田中 博 (  期)  会員・連携 

雪氷WG副委員長 2011～2012 大畑哲夫 (  期）会員・連携 

 ～  (  期）会員・連携 

 ～  (  期）会員・連携 

 ～  (  期）会員・連携 

出版物 
１ 定期的（年１回） 主な出版物名 IASC Bulletin 

２ 不定期（年 4-5回） 主な出版物名 IASC Progress （ニュースレター） 

活動状況が分かる年次報告等があれば添付又は URLを記載 

IASC Bulletin（http://iasc.info/outreach/bulletin） 
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４ 国際学術団体に関する基礎的事項（内規第 3条、4条、5条） 

                                           

国
内
委
員
会
（
内
規
４
条
第
３
号
） 

委員会名 国際連携分科会 IASC小委員会 

委員長名 杉本敦子 

当期の活動状況 

（開催日時 主な審議事項等） 

2015年 3月 12日（第 2回）ASSW2015 について 

2015年 7月 8日（第 3 回）常設委員会委員選出 

2015年 11月 18 日（第 4回 SCAR 小委員会と合同）大型マスタープ

ラン 

2015年 11月 19 日（第 5回）日本代表と常設委員会委員の決め方 

2016年 3月 5日（第 6 回開催予定）ASSW2016、代表の選考方法 

内
規
第
３
（
国
際
学
術
団
体
の
要
件
関
係
） 

国際学術交流を目的とする非政府的かつ非営利的団体である 

1．該当する   ２．該当しない 

※根拠となる定款・規程等の添付又は URLを記載（http://iasc.info/iasc/about-iasc ) 

 各国の公的学術機関及び学術研究団体等が国際学術団体に国を代表する資格を有して

加入するものが、主たる構成員となっている（主たる構成員が、いわゆる「国家会員」で

あるか否か） 

1．該当する   ２．該当しない 

※根拠となる資料の添付又は URLを記載（http://iasc.info/iasc/organization） 

下記の事項（ア～エ）のいずれか一つに該当するか（該当するものに○印） 

 

ア 個々の学術の専門分野における統一的かつ世界的な組織を有するもの 

イ 研究の領域が複数の専門分野にわたるものであって、統一的かつ世界的な組織を有す

るもの 

ウ 研究の領域が複数の専門分野にわたるものであって、ア又はイの国際学術団体を連合

した世界的組織を有するもの 

エ 構成員のうち、各国代表会員がアジア地域等我が国が関係する地域等に限られるもの

であって、当該国際学術団体の研究の領域が複数の専門分野にわたるもの 

10 ヵ国を超える各国代表会員が加入している 

1．該当する   ２．該当しない 

加入国数及び

主要な各国代

表会員を 

10 記載 

（ ２３ヶ国） 

・ 各国代表会員名／国名 

Susan Barr/Norway           Naja Mikkelsen/Denmark/Greenland  

Larry Hinzman/USA           Wolfgang Schöner/Austria  

Vladimir Pavlenko/Russia    Wayne Pollard/Canada      

Huigen Yang/China           Josef Elster/Czech Republic  

Yves Frenot/France          Kari Laine/Finland 


